
25．当面の経済運営と経済見通し暫定試算

昭和56年10月　2　日

経済対策閣僚会議

I　経済の現状

我が国経済は，第2次石油ショックの影響をほぼ克服し，・現在，緩やか

な回復過程にあり，その拡大テンポも概ね昭和56年度政府経済見通しにお

いて想定された線上にあるものと判断される。

しかしながら，景気回復の内容をみると，輸出が堅調に推移している一

方，個人消費の回復の動きは疲やかであり，住宅建設もほぼ底を打ったと

見られるも、のの，なお低水準で推移．している等総じて国内民間需要の回復

の足取りは緩慢である。また，こうした状況を背景として，基礎素材産業

の皐には業況が悪化してい．る業種も多く見られること，地域的にも一部に

おいて景気の回復の遅れが見られること，中小企業の業況は大企業に比し

て必ずしも良好でないこと等景気の動向には，業種別・地域別・規模別の

政行性がみられる。

なお，物価は卸売物価，消費者物価いずれも落ち着いた動きを示してい

る。

経済運営の基本方向

以上のような経済情勢に対処し，また，日本経済を中長期的安定成長路

泉に定着せしめ，息の長い成長を持続するためにも，昭和56年度下期の経

一時遷宮に当たっては，物価の安定を基礎とし，業種別・地域別・規模別の

時行性に留意しつつ，国内民間需要の着実な拡大を碓保することが必要で
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あり．国内民間経済の活力ある展開の環境整備に努めることが肝要である

このため，従来からの方針に基づき引き続き着実な政策運営に努めると

ともに，以下の通り，現状において可能な限りきめ細かに対処して行くも

のとする。

1．物価の安定

物価の安定は国民生活安定の基本要件であり，経済運営の基盤をなす

ものである。∴このような観点から，’現在．安定基調にある物価について

・は，従来からの方針を踏まえっっ，今後ともその動向に細心の注意を払

P，必要に応じて適切な対策を講ずる。

このため，「国民生活安定対策等経済政策推進費」・の活用を含め一般

会計の機動的な執行により対処する。

特に．

（1）需要期を迎えている灯油等石油製品については，国民生活に支障を

生ずることのないよう円滑な供給の確保に努めるとともに，元売・小

売段階甚おける価格監視を実施する。

（2）気候不順の影響を受けやすい秋冬期の野菜については，、十分な．作付

けを指導するなど，供給の確保に努める。今後とも．一需給の動向を注

視しつつ，必要に応じ所要の措置を講ずるなど機動的に対処する。

2．均衡ある内需の回復

内需についてはl国内民間需要が回復基調にあるとはいえ，その抽び

は緩やかなものにとどま？ているので，物価の安定により更に．個人消費

支出の着実な伸びを期するとともに，民間活力を最大限に抽き出し．国

内民間需要中心の経済の持続的－な回復を図る。その際．業種別・地域別・
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規模別の政行性について十分留意し．均衡ある拡大に努める。

（1）昭和・56年度の公共事業等については，下期においても円滑な執行を

図り，その年度内実施を目標とする。

また．地方公共団体に対して．も，国と同様の事業施行を図るよう要

請する。

更に．地方単独事業については，地方公共団体に対し．地域の経済

動向等を勘案しつつ，桟動的・積極的に実施するよう要請するととも

に，事業の円滑な執行を確保するため．必要に応じ適切な措置を講ず

る。

なお，集中豪雨や台風等により被害を受けた北海道・東北等におけ

る災害復旧工事を速やかに実施する。

（2）金融政策の運営に当たっては，内外の経済動向に十分留意し．引き

続き機動的に対処する。

（3「中小企業については，引き続き倒産防止対策の機動的運用を図ると

ともに，昭和56年度中小企業向け官公需の契約目標（昭和56年7月10

日，閣議決定）の確実な達成に努め．更に下請代金支払遅延等防止法

の厳正な運用等による下請取引の適正化を引き続き推進する。

（4）民間設備投資については，なお回復が遅れている中小企業の設備投

資の促進に配意しつつ，政府系中小企業金融三機関の貸付及びェネル

ギー関連設備投資に係る政府系金融機関の貸付の円滑な推進を図る等

投資環境の一層の整備を図る。

また，電力事業者及びガス事業者に対し．昭和56年度設備投資計画

の確実な実施と繰上げ発注とを指導する。

（5）住宅建設については．本年7月に取りまとめられた住宅・宅地関係
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閣僚連絡会議の意見を踏まえてi第四期住宅建設五箇年計画（昭和も6

年3月27日，閣議決定）の的確な実施に努める。

なお，住宅金融公庫ゐ昭和56年度貸付枠の完全消化に努める。

3．不況産業対策の推進

我が国産業の現況をみると，加工組立産業は好調である反面．基礎素

材産業のアルミニウム製錬．紙パルプ，石油化学等は，業況の悪化に直

面しているこ

この．ような状況は，短期朗には，住宅建設等内需の回復が緩やかなこ

との影響が現れた結果でもあるが．これら業種は二度に亘る石油ショ・ッ

ク等を契機とするエネルギー・原材料価格の上昇，その変動の国際的差

異等ゐ状況の下において，国際競争力の低下，国内需要構造の変化等の

構造的問題も抱えている。

このため．一方において，当面内需の回復や不況カルテルの適正な運

用等を通じて需給バランスの改善に努めるとともに，雇用調整助成金の

機動的活用等により失業を予防し，雇用の安定を図る。また，他方にお

いて，中長期的観点から・，これら業種について国民経済上の位置付けを

明確化しつつ，早急に所要の施策を実施に移すべく次の諸点について検

討を進める。

（1）エネル章一・原材料コストの上昇への各般からの対応を進める（ア

ルミニウム製錬，石油化学等）＿。

（2）開発輸入の促進．貿易・関税上の制度の見直し等輸入体制の適正化

‘を図る（アルミニウム製錬等）。

（3）設備投資の抑制，生産能力の削減等供給規模の適正化を図る（紙パ
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ルプ．アルミニウム製錬，石油精製等）。

（4）各業種における産業基盤の整備，技術開発等を促進する。

4．貿易の拡大均衡

これまでのところ経常収支は堅調な輸出及び輸入の低迷を通じて黒字

傾向にあるが，内外経済の推移を考慮しつつ，今後外需から内需に中心

を移した安定成長の実現により，貿易の拡大均衡に努める必要がある。

このため．内需の回復を図りつつ，安定した円相場の下；集中豪雨的

輸出の回避，相手国の経済建設にも資するプラント輸出の伸長に努める

とともに，他方において，一層の輸入の拡大等を図る。

（1「貿易会議（製品輸入対策会議）を活用し，本年7月に発表された

「製品輸入拡大にづいて」の具体化を図る。

（2）今後とも過度の石油依存からの脱却を図りつつ，石油備蓄の推進を

図る必要があり，かかる観点に加えて長期契約に基づく輸入原油引取

の促進にも資するものとして，石油の国家備蓄の積増しを行う。

（3）以上のはか，輸入の拡大方策について，具体的検討を引き続き行う。

（4）欧州諸国を中心とする諸外国との間で，投資交流，技術交流，共同

技術研究開発及び第三国に串けるプラントの共同受注等に係る産業協

力を推進する。

（5）世界経済の均衡ある発展にも資するものとして，本年1月に設定し

た政府開発援助（OI）A）の中期目標について，その確実な達成に努

める。
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Ⅲ　昭和56年度経済見通し暫定試算

このような経済運営の基本方向の下において，昭和56年度我が国経済の

姿を想定すれば，次の通りと考えられる。

（1）国民総生産の規模は259．6兆円程度に達し，その成長率も実質で4．7

％程度（昭和50年基準，当初見通し5・3％（昭和45年革準）にはぼ近い

程度）を実現するものと見込まれる。

（2）・物価に？いては，当初見通しは卸売物価4．1％程度．消費者物価5．5

％程度としているが，いずれも与れを下回り，卸売物価3％程鼠　消費

者物価5％程度の落ち着いたものになると見込まれる。

（3）経常収支については．1．6兆円程度（注）の黒字になるものと見込まれ

る。・

（注）70億ドル程度
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昭和5　6年度経済見通し暫定試算

5　 5　年 度 実 績
題
5　6 年 度 暫 定 試 算

1 ． 1刃　 民　 総　 生　 産

I

2　4　0．5　 兆 円

l

2 5 9 ．6 兆 円程 度

（ 名　　 目 ）

（ 実　 質 ）

8．0　　 修

3．8

8 ．0　 痴 程 度

4 ．7

1
2． 鉱 工 業 生 産 指 数 4．6　　 俸 4 ．7　 痴 程度

3 ． 物　　　　　　 価

卸　 売　 物　 価

消　 費　 者　 物　 価

¢

1 3．3

7．8

多　程 度

3

5

4 ． 経　 常　 収　 支 ∠ゝ 1．6　兆円

1

1．5 兆 円程 度

（注 1 ） （荘 2 ）

（注1）∠ゝ70億ドル　　　（注2）70億ドル程度



（参考）「当面の経済運営と経済見通し野卑試算」の実施状況

（昭和56年10月2日経済対策閣僚会議決定）

昭和5　6年10月2　7日

経　済　　企　　画　　庁

決　　 定　　 事　　 項 実　　 施　　 状　　 況　　 （主要をもの）

1． 物　価　の　安　定 都道府県等に対し，引き続いて，国と同様の方針で地域

の臭情に通した物価対策を推進するよう要請 （1 0 月2 日

経済企画庁，自治省）。

灯油等石油製品については，ブロック別会議等を通じ，

諸対策の推進を要請 （1 0 月　 通商産業省 ）。

章．均鮎 る内需の酎 こ＋ i

（1） 公共事業等の円滑を推進

①　 公共事業等の年度内実施

㊨　 地方単独事業の朋 的 ・

地方支分部局，都道府県，開係公社 ・公団等に対し，所

管事象について，年度内実施を目標とし，円滑かつ的確を．

執行を図るよう要請（農林水産省，建設省 ）。

地域経済の動向等を勘案しながら，引き続を，・機動的 ・

扶篠的実施

◎　 災害復旧工事の速やかを．

穣径的忙地方単独事業の拡充を図るよう要請するとともに，

併せて所要の財源については，地方債に上る適切を穣置を

講ずる旨通知 （1 0 月 2 日　 自治省）。

予備費の支出（1 0 8 億円）を閣議決定 （1 0 月1 6 日）

実施

（2） 金融政策の機動的運用

及び災害査定穣算の簡素化等。

長期プライム・レートが引き上げられる（8．5 筋→8．9 軋

1 1 月1 日）が，中′J＼企業金融公庫等の貸出の基準金利につし1て

1 2 月末まで現行 8．3 節を据え置き，日本開発銀行等の賃

l出の基準金利については現行 8・4 廓をユ2 月末まで8・8 針

l とする等を決定 （1 0 月2 3 日　 大蔵省，通商乾某省等）。
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決 ． 定 　 　 事 　 　 項 実 　 　 施 　 　 状 　 　 況 　 （ 主 要 を も の r ）

（ 3 ） 中 ′ j 、 企 業 対 策 の 推 進

① 　 倒 産 防 止 和 栗 の 実 施

（ り 　 中 小 企 業 向 け 官 公 需 の 確

倒 産 防 止 対 策 各 省 協 議 会 幹 事 会 を 開 催 し ， 倒 産 対 策 等 に

つ い て 意 見 交 換 （ 1 0 月 2 2 日 　 通 業 産 業 省 等 ・ ） 。

各 省 庁 等 に 対 し ， 中 小 企 業 者 向 け 契 約 目 標 の 確 実 を 達 成

保

㊥ 　 下 請 取 引 の 適 正 化

（ 4 ） 民 間 設 備 投 資 の 促 進

（ ∋ 　 政 府 系 金 融 機 関 の 貸 付 の

円 滑 を 推 進

く り 　 電 力 投 資 等 の 促 進
ノ 　ー

（ 5 ） 住 宅 建 設 の 促 進

等 に つ い て 要 請 （ 1 0 月 2 日 　 通 商 産 業 省 ） 。

親 事 業 者 団 体 に 対 し ， 下 請 取 引 の 適 正 化 が 包 ら れ る t う ，

傘 下 会 員 等 の 擢 導 方 要 請 （ 1 0 月 7 日 　 公 正 取 引 委 員 会 ，

通 商 産 業 省 ） 。

当 面 融 資 状 謡 を 注 視 （ 大 蔵 省 ， 通 商 産 業 省 等 ） ○

本 年 度 設 備 投 資 計 画 （ 9 電 力 計 約 3 兆 4 千 億 円 ， ガ ス 大

手 3 社 計 約 2 千 4 百 億 円 ） の 確 実 を 実 施 と 来 年 度 設 備 投 資 の

換 上 げ 発 注 等 く 電 力 ・ ガ ス 計 4 － 5 千 億 円 程 度 ） を 要 請

（ 1 0 月 2 日 　 通 商 産 業 省 ） 。

住 宅 金 融 公 庫 の 昭 和 5 6 年 度 貸 付 枠 の 完 全 消 化 に 努 力 。

個 人 住 宅 の 第 3 回 申 込 み （ 7 万 6 千 戸 ） ′ 受 付 中 （ 1 0 月

1 9 日 ～ 1 1 月 1 9 日 ） 。

3 ． 不 況 産 幕 対 策 の 推 進

（ l ） 需 給 バ ラ ン ス の 改 尊 ’

（ 2 1 　 7 ル ミ ニ ウ ム 精 錬

次 の 品 目 で 独 乗 法 に 基 づ く 不 況 カ ル テ ル を 実 施 中 。 必 要

K 応 じ て 延 長 を 検 討 （ 公 正 取 引 委 員 会 ， 通 商 産 業 省 ） 。

塩 化 ビ ニ ー ル 樹 脂 ， 中 低 圧 ポ リ エ チ レ ン ， 雨 更 ク ラ フ 　 ト

紙 ， ガ ラ ス 塩 練 維 （ 1 0 月 末 ） 。

上 質 紙 ． コ ー テ ッ ド 紙 （ 1 1 月 末 ） 。

l： 現 在 ， ① 国 内 製 錬 能 力 の 現 槙 の 削 減 （ 1 1 0 フ ヨ ト ン ⊥ 7 0

万 ト ン ） ， ㊥ 電 力 コ ス ト の 低 減 ， 0 貿 易 ・ 関 税 上 の 制 度 の
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決　　定　　事　　項 実　　施　　状　　況　　（主要をもの）

（3）石油化学，石油精製i　紙パ

ルプ等

（4）そ　　の　　他

見直し等Kついて検討中（通商産業省，大蔵省）。

現在，産構審化学工業部会，石審石油部会等において．

中長期展望と対策の方向を鋭意検討中。石油化学，塩ビソ

ーダは11月東に中間取りまとめを行う予定。石油楕製は

年来に報告を得る予定。紙ノてルプは3月答申を踏まえ，設

備の新増設抑制を指導中（通商産業省）。

木材の構造改善を推進中（・農林水産省）。

4．：芦易の拡大均衡

（1）製品輸入の拡大

（2）石油備蓄の棟増し

（3）j輸入拡大方策の検討

本年7月に発表された「製品輸入の拡大について」を具

体化するため，貿易会音（製品輸入対策会議）において検

討を行っておウニ11月に中間報告を得る予定（通商産業

省）。

本年度における石油の国家備蓄穣増し350万旭　を決定

（9月22日　総合工．ネルギー対策推進閣僚会議）。

具体的措置について検討中（通商産業省）。

（参考）　輸入促進対策委員会の設置（10月12日

通商産業省）。
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